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１．研究計画の概要

(1) 最も一般的なケースとして、利己的な拠

出国と受入国の仮定の下、両国の（所得や資

源の）初期状態を所与として、単純なゲーム

理論的枠組みで援助分配の分析を試みる。つ

まり、新古典派生産関数を仮定した１財モデ

ルを基に、簡単なゲーム的状況を念頭に置き

ながら、拠出国と受入国がそれぞれ取る行動

とその結果について分析する。その後、拠出

国や受入国の数を複数として、お互いの生産

要素や生産関数に関する不確実性や非対称

性を導入し、利他的な動機も加えたケースも

分析する。

(2) 上記の理論モデルから統計分析のための

計量モデルを導出する。計量分析に用いる援

助パネルデータは、CRS データを中心に構成

する。最初に計量分析の準備として、パネル

データの基本統計量分析を行う。その後、

STATA などの統計分析ソフトを使い、回帰

分析などの計量分析を行う。全世界のみなら

ず、アジアや EU などの広い地域から、日本

やアメリカなどの代表的な拠出国、あるいは、

中国、インドネシア、タイなどの受入国別の

分析も行う。さらに、BRICS 諸国などの新興

拠出国のデータ収集も可能な限り進める。

２．研究の進捗状況

(1) 二国間援助の理論モデルのベースはある

程度の形となった。主な知見として、第１に、

拠出国が利己的であっても、生産要素に大き

な差がある場合、つまり、受入国の生産要素

が非常に小さいときは、お互いにとって有利

な開発援助的なフローが実現しうる。第 2に、

援助契約が結ばれるためには、受入国から拠

出国へ何らかの利益配分がなされる必要が

ある。

(2) CRS データを中心に DAC 基準に従い、

各受入国・各拠出国別に主要セクター別に要

約したパネルデータを構築した。

①OECD 加盟国のうち世界の主要な開発援

助（ODA）拠出国が、開発援助委員会（DAC）

を組織し、その加盟拠出国別に援助データを

まとめた年報（DAC Annual Report）を発行

している。現在、世界の開発援助支出の最も

詳細なパネルデータセットである CRS デー

タと比較するためにも、DAC の受入国分類

（LLDC、LDC、MDC など）リストの年次

データを構築した。

②日本の開発援助（ODA）支出データの更新

を行った。データが完全に公開されている新

JICA の援助支出を中心にして、OECD の下

部組織である DAC（開発援助委員会）基準

による目的・分野別に分類した。

③地方自治体による開発援助を含む広い意

味での海外協力支出の分析に着手した。各地

方自治体が執行している ODA 案件の数と額

は、中央政府と比較して圧倒的に少数であろ

うが、ODA として配分していること自体は

間違いなさそうである。つまり、各自治体は

中央省庁と同様にそれぞれ ODA を配分して

いる援助機関とみなすことができる。各自治

体が独自に行っている海外支援等の支出は、

おそらく日本の ODA 支出には含まれておら
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ず、厳密には ODA データの漏れとなってい

る可能性が高いのである。

３．現在までの達成度

③やや遅れている。

(1) 二国間援助の理論モデルのベースは、研

究結果が学会発表や論文として公表されつ

つある。利己的な拠出国と受入国との開発援

助契約に関しては、簡単なゲーム理論の応用

として分析された。利他的な拠出国による開

発援助の動学的効率性については、新古典派

マクロ動学モデル（重複世代モデル）を基に

援助の様々なモダリティーの比較を行った。

(2) ただし、開発援助を中心とした海外協力

支出のパネルデータ構築とその応用に関し

ては、以下にあるような理由により、想定よ

り進捗状況が停滞しているものもある。

DAC による援助受入国リストは、１人当

たり GNI の基準が年度により変化している

ため、予想以上に不安定になった。拠出・受

入の両サイドからの国際社会における政治

的・経済的影響によるのかもしれないが、こ

のリストによる援助配分の分析はかなり難

しくなった。

新興援助拠出国の海外協力支出パネルデ

ータ構築は、一般的に公開されているデータ

ソース自体が存在しないという理由で停滞

している。OECD メンバーであり、最近 DAC

にも加盟した韓国は極めて小額ではあるが、

DAC 基準の ODA データが公開されている。

しかし、BRICS 諸国は ODA データとして公

開されているものが極端に少なく、かつ、

DAC 標準でもないため、国際的に比較でき

るパネルデータを構築するには非常に困難

である。

日本国内の ODA パネルデータの構築は、

やはりデータ公開の壁にかなり苦労させら

れている。JICA 以外の省庁が担当した ODA

もできるだけ網羅するように努力したが、相

変わらず複数の省庁において完全公開され

ておらず、DAC に報告されている日本の

ODA 全体との比較は不可能となった。技術

援助に関しては、JICA も各案件別支出額を

全て公開しているわけではなく、更なる情報

公開が望まれる。

４．今後の研究の推進方策

(1) 日本の二国間 ODA に関して、DAC 基準

（CRS）の広い意味での見直しを行う。従来

から、CRS による ODA の支出目的別分類は

大きな問題を抱えていた。それは、単一の

ODA プロジェクトの金額がどれほど大きく

ても、あるいは、その効果がどれほど広範で

あったとしても、CRS の分類は１つに限られ

ていることである。例えば、巨大なダムプロ

ジェクトは、その直接的効果だけでも、建築、

上水道、農業用水、工業用水、発電、アルミ

ニウム・肥料生産など広範にわたり、間接的

には、ダムや発電所の管理能力や公衆衛生の

向上など現地の人々に対する影響も大きい

と予想される。一方、その支出は CRS によ

ると（多目的）ダム（建築）のみに分類され

る。この問題を解決するため、各プロジェク

トに対して、影響を受ける複数のセクターを

表す変数を加える。

(2) 地方自治体による開発援助を含む広い意

味での海外協力支出のデータ収集を進める。

インターネットへの情報公開度が高いとい

う理由から、最近の群馬県と神奈川県のデー

タからスタートする。
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